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医療・介護連携における課題
―情報共有に着目して―
Issues in collaboration between medical care and nursing care
―Focusing in information sharing―
平野　貴大
Takahiro HIRANO
＜キーワード＞
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＜要　　　約＞
　地域包括ケアの実践に向けて，医療・介護の連携による介護サービス利用者へのサービス
提供の円滑化に向けた取り組みが行われている。
　また，医療ビッグデータなどのデータ解析の取り組みなどの中でも，介護などの多職種の
視点からの情報は医療・介護サービスの質の向上に向けて必要になると考えられる。
　しかし，現状では医療分野であれば病院間，または介護サービスの事業所間などでの情報
連携は行われている場合もあるが，多職種での連携や情報共有には至っていない。
　本項では，この原因として考えられる点について，施設サービスと地域包括ケアの実践に
おける差異と情報共有における課題について検討を行った。
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１．はじめに
　超高齢化社会の到来を前に，高齢者が重度な要
介護状態となっても住み慣れた地域で生活を継続
できることを目標に，地域包括ケアシステムの構
築が進められている。
　地域包括ケアシステムでは，要介護の高齢者が
地域での生活を安心して持続させるために，医療
や介護をはじめとした生活に必要なさまざまな
サービスを 24 時間 365 日途切れずに提供するこ
とが目標とされている。そのためには，医療と介
護だけではなく多くのサービス提供者間での連携
が必要である。ケアプランや訪問看護計画，訪問
介護計画などに記述された内容もサービス提供の
場面の情報として重要である。加えて，利用者の
変化について把握できれば，状況に応じた適切な
サービス提供，特に予防的なアプローチなども可
能となり，利用者のニーズに応じた地域での介護
サービスの提供などが可能になっていくと考えら
れる。
　つまり，在宅の介護サービス利用者への包括的，
かつ継続的な支援を具体化するためには，多くの
情報を医療と介護で共有し，活用することが肝要
と言える。
２．施設ケアと地域包括ケアの相違点
　施設ケアの場合と地域包括ケアの最も大きな差
異は，実際にケアを実施する場所である。
　施設ケアの場合，利用者とサービス提供が基本
的に施設内で行われる。つまり，利用者自身が施
設内で生活をしている上，必要な機材も揃ってい
る整った環境で，連携なども取りやすくなってい
る。また，他職種間の連携や引き継ぎなども比較
的容易であり臨機応変な状況に合わせた対応が可
能である。
　これに対して，地域での場合，厚生労働省の想
定としては，30 分で駆けつけることが可能な日常
生活圏域広範囲でのサービス提供が想定されてい
る。（図 1）各地に点在するそれぞれの利用者の自
宅で介護サービスの提供が行われる。当然，利用
図１　地域包括ケアのイメージ（図）
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者の自宅という利用者本人にとっては慣れ親しん
だ環境において生活を継続することになるが，
サービス提供を行う立場から考えた場合，移動等
に要する時間が多くなり，機器などについても利
用者の自宅に設置することなどが困難なため，そ
れぞれが事前に準備し持ち込むことになる。
　また，提供されるサービスは，訪問医療の医師
による診察などの医療行為以外にも，看護師によ
る訪問看護，介護福祉士などによる訪問介護など
介護サービスの提供や訪問薬剤師による処方箋の
提供をはじめとして，多くの専門職がそれぞれの
専門性を生かした介護保険サービスの提供を行
う。このサービス提供は介護サービス利用者の
ニーズに合わせて複数の事業所が関わる。また，
同一の利用者に対してのサービス提供頻度はケア
プラン等によって事業所ごとに異なってくる。つ
まり，同一法人・事業所で行なっていることは少
なく，複数の法人・事業所が関与し，利用者によっ
て利用する介護保険サービスも異なっている。加
えて，各種サービスは同一の時間帯に実施される
ことはない。
　よって，病院や特別養護老人ホームなどのよう
に施設内でサービス提供が完結できる施設ケアの
実施（図 2）と異なり，他職種が連携をしながら
異なる時間帯でサービスの提供を行う（図 3）ため，
連携等が難しい。以上をまとめると，表 1 のよう
になる。
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図２　病院（施設）における支援
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表１　施設と地域での相違
施設 地域
利用者 施設内で生活 自宅で生活
機材 用意されている 個別に事前準備が必要
サービス提供 施設内で一括化
利用者ごとに異なり、
小さな単位で細分化
連携 施設内では可能 個別での対応が必要
緊急対応 可能 距離等の関係で制約あり
情報量 施設内で集約され豊富 事業所により偏りが発生
情報システム 共通のものを利用 事業所で異なる
３．地域包括ケアの情報共有に関する課題
　実際に地域包括ケアの実践等において必要な情
報と情報共有の課題は次のようなに考えられる。
　まず，利用者の支援に関する情報の共有は主に
書類を中心としたものになる。
　医師から他のサービス事業所などに提供される
情報で書類として，在宅医療などに関わる計画書，
関係介護保険サービス事業者への指示書，他の医
療機関への紹介状と診察情報提供書などとなる。
他にも利用者を経由する形になるが薬剤処方箋な
どもあり，書類の種類は多岐に渡っている。
　これらの書類による情報提供などに対して，各
事業所などから報告書，または緊急対応の連絡等
のフィードバックが医師のもとに届くが，これら
の情報は基本的に紙ベースの書類となっている。
そのため，利用者の急な変化などがあった場合の
情報が速やかに共有できるものにはなっていな
い。また，事業所や担当者によって書式や書類の
記載内容に差異があるために，十分な情報共有が
されていない場合も多い。
　そのため，利用者ごとにサービス担当者会議や
ケアカンファレンスなどを行う時間と場を設け情
報共有・交換を行う必要がある。しかし，訪問時
間以外でのカンファレンスに対して保険点数がつ
かないことや，事業所の規模，または各事業所の
抱える利用者数の状況や関係事業所の時間の都合
により実施が困難な場合もある。また，利用者の
急変などへの臨機応変な対応を考えた場合，逐次，
個別の利用者に関する情報が共有できる環境が望
ましいが，施設ケアと同等の対応は実質的に不可
能である。
　結果として，介護サービス利用者のケアプラン，
訪問介護計画などサービス提供に関する情報は各
サービス提供事業者で共有がされるが，サービス
提供後の状況等に関する情報量はサービス提供事
業者によって異なり，介護サービス提供事業所に
よって持っている情報の量や質が異なっている。
そのため，介護サービス利用者に充分なサービス
提供が困難になる場合がある。
４．情報共有に関するシステム開発や取り組
　　みの現状
　上述のような連携における課題を解消するため
に，現在，IT ベンダーまたは各種事業者により情
報共有及び連携のためのシステムの開発を行われ
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ている。特に，情報共有に関するシステムは 1980
年代から先駆的な実践が行われてから，現在まで
開発と運用の取り組みが継続されている。
　医療分野ではレセプトの電子化などと合わせ電
子カルテシステムの導入が増加傾向にある。近年
では医療分野，病院間での情報連携ネットワーク
の構築と合わせて進んでいる。在宅医療の現場で
は，PC またはスマートフォンなどを活用した独
自の情報共有などに関する取り組みを先駆的に行
なっている事例が多く，移動時間の有効活用や各
種書類などの閲覧など従来は診察室で行われてい
た作業を院外で効率的に行うために活用されてい
る。また，地域医療支援病院などを中心とした病
院間連携などの事例もいくつか存在し，紹介状や
診断書だけではなく，詳細な検査結果などのデー
タの送受信も可能になっている事例もある。
　この医療分野の状況と同じく，介護分野におい
ても事業所レベルで高齢者自身の QOL の向上と，
サービス提供の質の向上を目標として情報システ
ムの開発が行われている。しかし，現状では同一
事業所内，または同職種間での情報共有にとど
まっている事が多い。実際，IT ベンダーによる業
務管理および介護等の記録に関して開発されてい
る情報共有のシステムの多くは，介護老人福祉施
設，介護保険施設などの施設サービス提供事業所
内での運用が想定されているものであり，複数の
事業所での情報共有を想定されたものは非常に少
なく，医療分野からは遅れを取っている。2016 年
度において，厚生労働省主導でペーパーレス化な
どの実証実験を行っている状況である。つまり，
情報共有や連携などの方法論の検討ではなく，情
報の電子化もしくは OA 化の段階で推移している。
　この原因としては，2 つの事が考えられる。1
つ目は，情報システムの開発と運用に関する問題
であり，2 つ目は共有する情報の内容となる記録
の視点と言葉の問題であると考えられる。
５．情報システムの開発と運用に関する
　　阻害要因
　一つ目の情報システムの開発と運用に関する課
題として，医療分野等に比べて情報システムの開
発などに関して時間を費やすことができない就業
環境の問題，情報システム等の導入に関する初期
コスト及び継続的運用に関わるコストなどに対応
ができないという資金的な問題が挙げられる。
　近年では，個人情報保護を含む情報セキュリ
ティへの配慮等により，情報システムの運用に関
するコストが必要になっている。さらに，サービ
ス提供事業所が複数関わる中で，各事業所の看護・
介護等の記録を含む情報の取扱，情報共有の方法
などに差異が発生している。そのため，医療，介
護を始めとした複数事業所または多職種の連携の
場合に，関係者間で共通した情報セキュリティポ
リシーの策定などが求められる状況なども発生
し，さらに情報共有や連携を進めるのが困難な状
況になっている。
　特に福祉分野におけるセキュリティポリシーな
どの策定については，医療分野と異なり，個人情
報保護等に関するガイドラインは高齢，介護分野
だけではなく，障害，児童，地域などの全ての福
祉分野を対象としたものとなっており，介護分野
に特化したガイドラインは策定されていない。現
状では個人情報保護法と厚生労働省による「福祉
分野における個人情報保護に関するガイドライ
ン」に基づいて事業所レベルで運用方針を決めて
いるのが実態である。そのため，利用者の情報の
共有においても，記録の中で本名の記載を行うか
イニシャル表記にするか運用レベルでの差異が発
生している場合もある。また，事業所内での情報
共有手段として，事業所の端末ではなく，個人所
有のスマートフォンなどを含む情報端末で情報共
有を行っている事業所も存在し，セキュリティに
ついては大きなリスクを抱えた状態になってい
る。
　加えて，地域包括ケアの実践の場合には医療，
介護等の制度の中に含まれたサービス提供者以外
に，家族や専門職ではない関係者，ボランティア
等による支援などが組み込まれる場合もある。さ
らに，それぞれの利用者によって情報共有の範囲
や情報量が異なることが想定されるため，情報シ
ステムの運用には，さらなる困難を伴うといえる。
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　結果として，情報システムの導入を行えない，
または行わない選択を取っている事業所も存在し
ている。情報共有に電子メールではなく，ファク
シミリなどの利用が行われている場合もある。ま
た，記録などもアナログで行われおり，電子化が
されていない事業所も存在している。そのため，
現状では医療の情報連携の技術的課題よりは，実
作業における運用で対応をしている部分が多く
なっている。
　このような状況であるため，地域包括ケアの実
践場面では，情報システムなどの導入をせず，各
利用者の居宅にノートを設置し，訪問した専門職
が共有すべき内容などを判断しノートに伝達事項
を記載するという，アナログな形での情報共有が
行われている場合が多く，情報システムの活用等
による情報化が進んでいないのが実態である。
６．記録の視点と言葉の差異
　先に述べた，情報システムの導入と運用に関す
る課題と合わせ，複数の職種，サービス提供者が
関わることにより，2 つ目の問題として，専門職
間における言葉，もしくは視点の差異があると考
えられる。
　同一の事象を捉える場合に，それぞれの有する
専門性が持つ視点により，利用者の生活の全体像
を把握し，支援に活かすことで利用者の QOL 維
持向上ができると言える。しかし，個々の専門性
が連動した支援を実施するためには，それぞれの
視点で得られる情報が同じ尺度などで扱われる必
要がある。
　しかし，同じ一人の医療・介護サービス利用者
を見る場合であっても，専門職が有する専門性，
また同一の専門職または事業所によっても，視点
や視野が異なってくる。さらに，同じ事象を取り
上げるとしても，表現の方法は複数存在している
上に，言葉に対する認識も個人差があるため，情
報共有の際に齟齬が発生する危険性が高いといえ
る。
　そのため，多職種間での情報共有や情報システ
ムの構築も困難になっている。
　この捉え方などについて，医療・看護分野と介
護分野における記録の方法論などから比較を行う
と次のような形になる。
（１）記録に関する法的根拠と意味付け
　医療分野での記録については，医師法第 24 条
において，診療録への記載が義務付けられている
が，看護については保健師助産師看護師法第 42
条において，助産師の分娩の介助を行った場合の
記録について明記されているが，他の規定は存在
していない。ただし，日本看護協会の看護業務基
準で記録の必要性などについては記述されてい
る。
　介護分野の場合，法的に明確な根拠などはない
が，社会福祉法，老人福祉法，介護保険法の中で
利用者本位のサービス，自己決定の尊重，人間と
しての尊厳に重点を置いたサービス提供が求めら
れている。その根拠資料として，監査や第三者評
価の中で記録の確認が含まれているため，事実上，
記録が必要になっている。
　共に共通していることは，記録することによっ
てサービス提供における継続性や一貫性を担保
し，円滑化などを行うことである。合わせて，利
用者本人または家族へのサービス提供状況の報告
をするために用いられ，最終的には利用者または
家族との信頼関係の構築に向けて重要視されてい
る。また，訴訟等のリスクに対応するために，記
録の重要性が言われるようになっている。
　つまり，記録は利用者本人の権利を守ることな
どと合わせて，看護，介護のサービス提供者を守
るためのものとしても必要なものになっている。
（２）専門性と視点
　このように，基本的な記録の扱いや捉え方につ
いては共通しているが，看護，介護の持っている
専門性と支援する際の視点の相違が記録等の内容
における相違点になると考えられる。
　看護の場合，医師からの指示を含め，利用者本
人に対する医療的ケアの側面を意識することが大
きくなると考えられる。そのため，記録上では看
護の基準となる数値的データ，その結果としての
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観察結果の扱いが大きく，結果などを要約した形
になる傾向が強くなると言える。
　これに対して，介護の場合，利用者本人だけで
はなく生活環境を含めた上で，QOL の向上などへ
の意識が強くなる。よって，バイタル等の数値的
データなどについての記述も必要に応じて行って
いる。しかし，それ以上に生活内容に対する支援
などが含まれる。環境的な部分などの記録が必要
になるため，数値的なデータよりも叙述的な文章
の形になりやすいと考えられる。
　この点をまとめると表 2 のような形になる。た
だし，入院病棟や施設においては，看護師が介護
の視点から援助や支援を行う場面が多く，訪問看
護においても訪問看護計画書等の中で患者の生活
について記述を行う部分があるため，看護と介護
で視点が全く異なるということではなく，ある程
度重複する部分が発生し，図 4 のような形で記録
する範囲が重複すると考えられる。
表２　医療と介護の差異
医療 介護
視点 治療(cure) 生活(care)
保険点数 作業単位 時間単位
記録方法
数値など
（客観的データ）
情緒的記録
（主観的データ）
記録指針 あり 一般化していない
電子化 病院関連系も展開 レセプト部分のみ
※医療機関では、看護師が介護の部分を担っている場合も多い。
図４　医療と看護と介護の記録の範囲
看護
　以上のことを踏まえると，看護と介護で，記録
などの意義などについては共通している。しかし，
それぞれの専門性とその視点の相違により，記録
の中に反映させる情報の内容が異なってくると考
えられる。この差異が情報システムの開発等と合
わせて，情報共有におけるもう一つの障壁になっ
ていると考えられる。
　実際の地域包括ケアの場面ではこの他に理学療
法士，作業療法士，薬剤師などの専門職が更に加
わることになる。つまり，それぞれの専門性に応
じた視点がさらに増えることになり，情報共有を
円滑に行うための課題は大きいものになると考え
られる。
７．まとめ
　将来，さらなる地域包括ケアの展開とともに，
地域生活を継続する要介護高齢者の増加が見込ま
れる中で，医療および介護の関係者間での情報共
有はさらにその重要度を増していくと考えられ
る。
　地域包括ケアの発展には，それぞれの専門家が
持つ専門性を活用し，相互の視点を理解した上で
の情報共有の方法，もしくは，それぞれの専門性
と視点の持ち方を加味した情報システムの開発が
求められると考えられる。
　しかし，その前に解決すべき課題が複数存在し
ている。
　まず，利用者によって利用している介護保険
サービス・介護保険サービス提供事業者が異なる
ことにより，連携する対象もそれぞれ異なり，必
要に応じて利用者本人以外の家族や関係者など，
介護保険サービス提供事業者以外との連携を視野
にいれる場合もある。そのため，個別のケースご
とに連携対象にどこまでの情報を提供すべきなの
か整理する必要が発生する場合もあり，単純化が
困難である。
　次に，情報共有における記録の方法などの差異
がある。当然，事業所ごとにサービス提供などに
関する記録の書式は存在しているが，その中で記
載する項目などは事業所ごとに異なる。さらに，
担当者によっても記載方法が異なっている。その
ため，事業所レベルを超え，地域の複数事業所間
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で情報共有や連携を行うことは難しくなってい
る。
　そのための具体的な方策としては次のようなこ
とが考えられる。
　まず，複数の医療機関や介護事業者が情報共有
を行いやすい情報基盤の構築が考えられる。例え
ば，現在，地域医療連携などの取り組みの中で行
われている各種システムを発展させることなどが
考えられる。医療，介護サービス提供事業者が介
護サービス提供に関する情報を共有可能とするプ
ラットフォームを開発し，情報基盤を整備するこ
とにより，利用者の個別性に応じた情報共有を行
える環境を整えることが可能であると考えられ
る。
　同時に，情報共有における，専門職間での視点
や記録の方法の差異について，情報システムの中
で差異を加味して共有できる形を目指すこと，も
しくは専門職間での相互理解に向けた学習等の機
会を設けることが必要になっていくだろう。
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